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研究要旨：肝炎ウイルスはわが国の国民病と位置づけされながら、肝炎ウイルス検査を

未受検のために自身が感染していることを知らない、また陽性を知りながら受診を継続

しないひとも存在するため「撲滅に向けて」更なる受検・受診・受療勧奨が必要である。

平成 26 年～令和元年の 6 年間「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシス

テムの構築」「職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォロ

ーアップシステムの開発・実用化に向けた研究」で、非受検者が多く存在する職種や地

域を特定、開発したシステムを全国に水平展開することで肝炎ウイルスの周知向上、陽

性者の医療機関受診率・受療率の上昇が確認された一方で、各システムに反応しない陽

性者・医師、システムを導入しても十分な向上が得られない地域が存在することが明ら

かになった。本研究は、開発してきた既存システムを改良し全国へ展開するだけに留ま

らず、受検者・陽性者に対して新規手法を用いて、背景因子や受診行動に応じた最適な

アプローチの方法を検討し、実用化することを目的とし①職域肝炎ウイルス陽性者フォ

ローアップシステム開発班②院内外非専門医連携班③自治体肝炎ウイルス陽性者フォ

ローアップ班④肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班に分かれて研究を行い ①は単

年受検率・陽性率、nudge 利用による受検率向上を論文化、D&1 研究・検診医療機関か

らの肝疾患紹介促進を考えた FIB-4 index 周知 ②は拠点病院内の肝炎医療コーディネ

ーター偏在を肝臓学会誌へ論文化、日本眼科医会・愛知県歯科医師会との連携により会

報誌への協力依頼に加え、肝臓学会誌への論文投稿 ③は陽性者受診率調査の継続と川

崎市における SNS/検査医師を利用した受診確認方法結果の周知・展開 ④は仕事と治療

の両立支援の認知度調査を多施設共同で約 3000 件行い、中間解析 をそれぞれ行い、

この 3年間で 7つの英文論文と 7 つの和文学会誌に掲載された。その成果を以下に示す。 

A. 研究目的 

肝炎ウイルスはわが国の国民病と位置づ

けされながら、肝炎ウイルス検査を未受検

のために自身が感染していることを知らな

い、また陽性を知りながら受診を継続しな

いひとも存在するため、「撲滅に向けて」

更なる受検・受診・受療勧奨が必要である。

平成 28 年に改正された肝炎対策基本指針

には「肝硬変・肝がんへの移行者を減らす

こと」を目標とすることが明記され、より

効率的に非受検者を対象に肝炎ウイルス検

査を受検させること、陽性者を確実に専門

医療機関へ受診させることがより急務とな

っている。 平成 26 年～令和元年の 6 年間

「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォロ

ーアップシステムの構築」「職域等も含め

た肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の

効率的なフォローアップシステムの開発・
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実用化に向けた研究」内で①職域肝炎ウイ

ルス検査促進とモデル地域で陽性者に対す 

る新規フォローアップシステム開発②地方

公共団体が実施主体である肝炎ウイルス検

診・フォローアップ事業の問題点抽出③電

子カルテアラートシステムを用いた院内肝

炎ウイルス陽性者への受診勧奨の課題④院

外非専門医から紹介を高めるシステム⑤働

く陽性者に対する両立支援の必要性を検討

し、非受検者が多く存在する職種や地域が

明らかとなり、開発したシステムを全国に

水平展開することで、肝炎ウイルスの周知

向上、陽性者の医療機関受診率・受療率の

上昇が確認された一方で、各システムに反

応しない陽性者・医師、システムを導入し

ても十分な向上が得られない地域が存在す

ることが明らかになった。 

本研究は、開発してきた既存システムを

改良し全国へ展開するだけに留まらず、受

検者・陽性者に対して新規手法を用いて、

背景因子や受診行動に応じた最適なアプロ

ーチの方法を検討し、実用化することを目

的とする。 

 

B. 研究方法 

(1)職域肝炎ウイルス検査受検率・陽性率を

解析することでその必要性・課題を確認し

たうえで、Nudge を用いた受検促進とレセ

プトを用いた受診・受療率を明らかにする 

(2)肝疾患診療連携拠点病院内の検査・手術

時に見つかる肝炎ウイルス陽性者の阻害要

因を明らかにし、拠点病院以外の医療機関

での実態調査を行うとともに、非専門医科

へ肝炎医療コーディネーター(Co)を配置す

ることによる効果、また特定科(眼科・歯科)

医師自身による啓発モデルを開発する 

(3) 肝炎ウイルス検査受検者が陽性・陰性

に関わらず、その結果を長期間、覚えてい

るように意識づける方法を開発する 

(4) 自治体が行う肝炎ウイルス検診陽性者

受診確認状況を担当分担員が自治体と連携

し、毎年調査を実施することで受診・受療

状況を明らかにし、更に受診確認方法に陽

性者へ電話・郵送以外の新規手法（SNS や

QR コード、検査委託医師利用）をモデル地

区で検討する 

(5)「治療と仕事の両立支援」をモデル病院

で検討するともに、通院患者さんへその認

知度、癌になっても働く意志について多施

設共同で実態調査を行うことでその必要性 

を明らかにする 

具体的には以下の 4 つのパートに分かれ

調査・解析結果を積み上げていった。 

①職域肝炎ウイルス陽性者フォローアップ

システム開発班 

②院内外非専門医連携班 

③自治体肝炎ウイルス陽性者フォローアッ

プ班 

④肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

 

C. 研究結果と考察 

①職域肝炎ウイルス陽性者フォローアップ

システム開発班 （詳細は各分担者報告書

参考） 

・全衛連 121 加盟団体に 職域検診時 肝炎

ウイルス検査率 ・ 陽性率 調査 を 行 い 、 

受検率 は HBsAg5.2%,HCVAb3.8% 、陽性率 

HBV 0.28%, HCV0.35% であり、論文化し報

告した。（Sci Rep 2020 下図） 
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・上記調査で、毎年肝炎ウイルス検査受検

する集団、 陽性後の受診行動が不明であっ

たため 新規手法として大企業が属する組

合健保の職域健診のレセプト (2015～19年

JMDC 社より、健診受検率・HCV 抗体受検率

と陽性者の医療機関受診 腹部超音波・核酸

増幅検査有無率の解析 を開始し 累積 約

1,360 万人被保険 720 万・非扶養者 640 万 

の組合員中、職場検診受検者は約 630 万、

30～59 歳が 75% 以上を占め、被保険者 540

万 (75%) に比べ被扶養者 95 万 (15%)の受

検率が有意に低率であった。HCV 抗体測定

者は 39 万、被保険者 32 万(6.0%)に対し、

被扶養者７万(6.8%)と差を認めなかった。

陽性者の受診行動も解析中である。（下図） 

 

・約 3000 万人が加入する全国保健協会組合

（協会けんぽ）が 2008年から開始した肝炎

ウイルス検査数は 2016年まで約 160万に留

まる。（下図） 

 

協会けんぽでは、612円(2019年より 624円)

の自己負担（約 1400 円を協会けんぽが負

担）で肝炎ウイルス検査を受診可能な

option を有しているが、受検申込書の文字

数が多く、Nudge 理論を応用し、簡易版作

成、A 事業所で検診者本人に配布、さらに

無料検査群を加えて比較検討したところ、

受検率は 21%→37%→85%と有意に上昇し、

肝炎ウイルス検査のおける「無料」「つい

で」の重要性は明らかになった。無料検査

は有意に受検率を向上させるが、その一方

で、費用対効果では Nudge を用いた方が優

れており、我が国の現状を考慮すると、一

部負担＋nudge で肝炎ウイルス検査を進め

ることが良いと考えられ論文化した。

(Environ Health Prev Med. 2021 下図) 

 

Nudgeを用いた受検勧奨を F支部で開始し、

2017～4 年間で累積約 160 万にたいして約
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11万人に肝炎ウイルス検査を受検させるこ

とに成功した。（下図） 

 

HCV 陽性率は自治体実施主体の肝炎ウイル

ス検診より低率であったが 60 歳代より 50

歳代の陽性率が高いことがわかった（下図） 

 

新規手法としてレセプト用いることで2017

～2018 年の HCV 陽性者の受診行動を解析、

約 60%が医療機関を受診すること、受診者

の約 30%がインターフェロンフリー治療を

受けていること、肝がん症例存在し外科的

手術を受けていることを確認した。(下図) 

 

Nudge を用いた受検勧奨方法は全支部へ広

がり、10 支部で使用され、協会けんぽの肝

炎ウイルス検査数は V 字回復した。（下図） 

 

＊注 徳島支部は 2020 年度～受検申込書

を研究班作成物に変更し、約 2 倍に増加し

た。レセプト用いた陽性者の受診確認をお

こなっているのは 5 支部に留まる。 

この結果を受けて、協会けんぽ本部も研究

班同様な申込書を作成（下図）し 2020 年度

から全国で使用を開始した。 

 

その一方で、上図右を使用しても変更しな

い地域も多く 赤い受検票は効果がないと

考えられた。（下図） 
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またゆるキャラ等を使用した地域では検査

数が低下しており、改めてナッジを利用す

ることの重要性が確認された。（下図） 

 

 

職域検診における肝炎ウイルス検査阻害

要因を解析する新規手法として D&I による

解析を開始した。（下図） 

 

 阻害因子としては、肝炎ウイルス検査を行う

ことの費用対効果がはっきりしないこと、労基

署通達が2008年から発信されておらず肝炎ウ

イルス検査の意識が薄れていること、がん対策

と考えられてないこと、が挙げられた。（下図） 

 

その為、厚生労働者、4 局（健康局・保健局・

労働基準局・安全局）長連盟で職域肝炎ウイ

ルス検査促進に関する通知発出を働きかけ、

nudge を用いたリーフレットを作成し、3 月末に

発出された。また前期高齢者納付金への費用

対効果、がん対策の一貫として特に肝炎ウイ

ルス陽性率が高い職種を解析し、建築・運輸

業であることを明らかに論文化した。（下図） 

 
 また、健診肝機能異常所見から専門医受

診率は十分といえず、肝臓専門医では線維

化マーカーとして認知されている FIB-4 も 

健診医療機関では殆ど周知されておらず、 

職域健診では血小板は法定外項目である。 

そこで FIB-4 測定の健診における有効性の 

解析を開始したところ、すでに脂肪肝では

ALT が上昇する影響で FIB-4 が低値となる

ことが知られ、一次 marker として否定され

る報告もある。我々の検討でも同様である

一方で、飲酒と相関があり、肝炎ウイルス

検査を行いマーカーとしては有用であり論

文化した。（下図） 
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②院内外非専門医連携班  

（詳細は各分担者報告書参考） 

分担医療機関の医療安全講習会等で HCV に

よる最新治療・HBV 再活性化についての認

知度アンケーを行い、その認知度調査から

内科以外で認識度が低いことが非紹介要因

とわかり論文化した。(Int Med.2021 下図) 

 

非専門医科における肝炎ウイルス陽性者に

対して、大分大学は院内肝 Co を有効利用す

ることでほぼ100%の紹介率に成功している。

（下図） 

 
一方で、非紹介要因として高齢・主病名治

療・HCVRNA陰性者が増加していることも明

らかとなった。（下図） 

 

非専門医科からの肝炎ウイルス陽性者紹

介に院内肝 Co の有用性が明らかとなり、新

規手法として拠点病院で現状調査をおこな

ったところ、約 25%が活動をしておらず、

非専門医科には殆ど肝 Co が存在しないこ

とが明らかとなり(肝臓 2021)、Co 配置を

再度検討することを周知し、1 年後は数名

の Co が非専門医科に養成された。（下図） 

 

  
 新規手法として拠点病院での院内肝炎ウ

イルス陽性者の疫学情報を明らかにするた

め 8 施設共同研究で調査を開始し、年度毎

の陽性率、検査数の多い科、紹介状況を解

析した。その結果、眼科・整形外科で検査

数・陽性率も高く、差別偏見の場所とされ

る歯科でも肝炎ウイルス検査数が多く、そ

の為、眼科・歯科の対策は急務である(下図)  
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 そこで新規手法として眼科・歯科医と連

携して陽性者対策を行うことになった。 

 

眼科医向けの肝炎ウイルス検査アンケー

トを、2020年 11 月より眼科医会群馬支部

で調査を開始した。（下図） 

 

肝炎ウイルス検査結果通知は陽性時 75%、

陰性時 30%でこれまでの報告と同様であっ

た。非紹介要因としては肝臓専門医の認知

度低下、かかりつけ医で通院・治療中が確

認され、専門医の場所の明示・かかりつけ

医の対応が重要となり、専門医の場所を記

載したリーフレットを作成した。（下図） 

 

 

 
 

 

上記を 7 施設でパイロット的に運用し、

短期間で新規 HCVを 5例拾い上げた。(下図) 
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佐賀県で肝 Co が率先して肝炎ウイルス

検査結果を説明し、陽性者には簡便な診療

情報提供書と専門医の場所を記載したリー

フレットを用いて紹介している眼科病院を

モデル施設とした。（下図：説明のフロー

チャートと簡便な診療情報提供書） 

 

 

日本眼科医会にこれまでの経過を報告し、

肝炎ウイルス検査結果説明・陽性者紹介促

進を 2021 年度から研究班と連携して行う

ことになり、数地区でアンケートを行い肝

臓学会誌に報告した。(2022 肝臓 下段) 

 

 

 

 更に、日本眼科医会の会報誌「日本の眼科」に 

眼科医・肝臓専門医それぞれが肝炎について

記載し、更なる協力を呼び掛け、来年度も事業

を継続する運びとなった。（下図） 

 

R4 年度は、眼科医の立場を考慮して作成

したコミュニケーションツールを作成した 

 

（↓陽性者用リーフレット） 
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また歯科医対策として愛知県歯科医師

会と連携した。(下段) 

 

同会学術部・医療管理部とともに、肝炎

に関する講習会・肝炎に関するアンケート

を行い、歯科医の肝炎に対する考え方、興

味があることを纏めその結果を、肝臓学会

誌、日本歯科医師会雑誌へ投稿した。(下図) 

 

 愛知県では令和 3年度歯科医師 94名が新

たに肝 Co に認定されたため、愛知県内の職

種別肝 Co 数で歯科医師が最多となった。今

年度も愛知県では歯科医師会・研究班とと

もに歯科医の肝 Co を要請、講師として 4 名

の歯科医も講義を行い。愛知県肝 Co の 25%

が歯科医師となった。（下図） 

 

上記の展開は、広島県歯科医師会でも開始

し、５か所の郡市歯科医師会員を対象にウ

イルス肝炎に対するアンケート及び勉強会

を開催したところ、歯科医師の約 10%しか

HB ワクチンを１クール(3 回)接種していな

いことは明らかになり論文化した。（下図） 

 

また新規手法として肝炎ウイルス検査結

果、HCV 排除後も HCV 抗体が持続陽性であ

ることを認識することを目的に陰性・排除

カードを作成、分担研究員外来で配布した。 
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陰性カード配布が肝炎ウイルス検査結果記

憶に有効であることが明らかとなり論文化

し報告した。（下図） 

 

 

これまでの解析では拠点病院のみであり 

専門医療機関での非専門医対策状況を調査

したところ、半数の医療機関でしか取り組

みが行われておらず、電子カルテアラート

システムが導入できない施設では臨床検査

技師が肝 Co となり活動しており、論文投稿

準備中である。（下図） 

 

③自治体肝炎ウイルス陽性者フォローアッ

プ班 （詳細は各分担者報告書参考） 

千葉県で行っている「受診確認率調査票」 

によりフォローアップ同意率、受診確認率

の向上が認められたため新規手法として同

調査票を水平展開し、愛知県・宮城県・埼

玉県・群馬県・川崎市・札幌市・仙台市・

大阪府等で水平展開、千葉県同様、年々フ

ォローアップ同意率、受診確認率の向上が

認められた。(下図) 

 

 

 

新規手法として分担研究員が在籍都道府

県の肝炎ウイルス検査数、陽性率を解析す

ることで非受検者が多い市町と特定、更に

HCV 治療費助成を申請する陽性者にアンケ
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ートを行い、発見契機として手術・検査時

が多いことが明らかになった。（下図） 

 

これまで 24 都道府県 13 政令・中核市（北

海道、札幌市、宮城県、仙台市、茨城県、

栃木県、埼玉県、さいたま市、川崎市、相

模原市、東京都、千葉県、千葉市、船橋市、

柏市、長野県、新潟県、福井県、愛知県*、

名古屋市*、岡崎市、岐阜県、大阪府、堺市、

岡山県、広島県、広島市、山口県、高知県、

鳥取県、福岡県、佐賀県、大分県、大分市、

熊本県、長崎県、宮崎県、宮崎市 (下線は

年度毎の受診確認をしている自治体、太字

は年度毎の受診確認は 50%超、*は今年度以

降調査開始予定）の肝炎対策部署と会議を

行い、各地の受診確認状況を説明し、検査・

受診確認の対策不十分な市町の存在、受検

票変更等を勧め、変更・検討している県・

市が増加した。（千葉市・船橋市・名古屋

市・仙台市・宮城県は同意書を問診票付き

に変更、山口県は研究班が作成、札幌市は

検査数が多い医療機関へ陽性者の受診状況

を確認） 

その中で受検確認率が高い大阪府の取り組

み、妊婦健診肝炎ウイルス検査陽性者に対

する解析を行っている埼玉県を肝炎対策地

域戦略ブロック会議で報告(web)し、全国へ

受診確認の重要性・妊婦検診陽性者に対す

る初回精密検査費用助成周知について全国

に発信した。(下図) 

 

 

受診確認方法の新規手法として、川崎市

では、QR コードを用いた受診調査票と検査

委託医師からの陽性者紹介状況調査を行う

（川崎モデル）ことで、陽性者に電話する

ことなく受診状況が殆と把握（受診率 70%

以上）可能となった。(下図) 
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川崎モデルは、大阪府・埼玉県同様に肝炎

対策地域ブロック戦略合同会議、肝疾患診

療連携拠点病院間連絡協議会・研修会とい

った肝炎情報センター会議で水平展開した。 

令和４年度には愛知県、研究班、川崎市

と共催で愛知県 54 市町向けに説明会を開

催することに成功した。今後は自治体と研

究班と連携し、「川崎モデル」を更に広め

ていく（下図） 

 

④肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

モデル施設である愛媛大学では、新規手

法として総合診療サポートセンター(Total 

Medical Support Center:TMSC)と連携し、

入院患者に行う質問票に治療と仕事の両立

に関する項目を追加、入院患者さんの多く

に相談の必要性があることを明らかにてお

り、他施設へ水平展開を開始した。 

更に両立支援のニーズを再評価する目的

で、全国 20 施設以上の共同研究として職業

調査職業調査を開始した。(下図) 

 

 
約 4000 件の回答が集まり現在解析中、

中間報告でも、比較的高齢とされる肝疾患

患者さんでも、癌になっても仕事を継続し

たいと思うひとは多く更なる制度の周知が

受診・受療と繋がると推測され、現在、論

文投稿中である。（下図） 

 

 
 
E. 結論 

①職域肝炎ウイルス陽性者フォローアップ

システム開発班 

職域肝炎ウイルス検査率が未だに低値で

あることを明らかにし論文化 (Sci Rep et 

al.2020)することで、職域に肝炎ウイルス
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検査未受検者が未だに多く存在すること・

「minor elimination」の target になるこ

とが明らかになった一方で、繰り返し受検

者に対する対応も必要となった。 

職域検診時に Nudge を用いた肝炎ウイルス 

検査申込書を利用することで肝炎ウイルス 

検査受検率が向上し、無料検査よりも一部 

負担の方が費用対効果にすぐれることを論 

文化(Environ Health Prev Med. 2021)する 

ことで既存システムの応用で、肝炎ウイル 

ス検査受検率が向上することが明らかにな 

った。実際に、研究班の介入により協会け 

んぽでの肝炎ウイルス検査数は V 字回復し 

た。その一方で、陽性者への受診勧奨とそ 

の実態把握が今後の課題となった。 

これまでは肝炎ウイルス検査促進を主であ

ったが、D&I 研究でその阻害要因が明らか

となり、厚労省通知（健発 0 322 第 １ 号 

基発 0 322 第 １ 号 職発 0 322 第 ３ 号 

保発 0 322 第 ５ 号 令 和 5 年 ３ 月 

22 日)に加え促進すべき職種として運輸業

を明らかにし target となる職業を明らか

にした（J Infect Public Health. 2022） 

更に非肝炎ウイルス肝疾患患者さんの受診

促進を目指し、FIB4 の有効性を再検討し、

アルコール性肝疾患への関与を確認した。 

(J Gastroenterol. Mar 2023  Eur J Med 

Res.2023) 

 

②院内外非専門医連携班 

 拠点病院の肝 Co の活動数・配置を論文化 

（肝臓 2021）することにより、院内非専門

医陽性者の紹介効率向上には、まず非専門

医科での肝 Co を整備する必要があると考

えられた。その一方で拠点病院では、主診

断治療・高齢・HCV 抗体陽性 HCVRNA 陰性者

数等、紹介＝受療とならない陽性者も多く、

経年的な疫学調査や、専門医が少ない医療

機関等での実態調査が必要である。８拠点

病院で院内肝炎ウイルス検査・陽性者の実

態調査を行い、眼科・整形外科・歯科での

対策が急務であることが明らかになった。

また拠点病院以外の専門医療機関では、非

専門医陽性者の肝炎ウイルス対策は十分と

はいえず、臨床検査技師の肝 Co 化が有効で

あることが調査で確認され、肝 Co 配置是正

は拠点病院以外でも重要である。 

 術前肝炎ウイルス検査数が多い眼科、観 

血的処置が必須である歯科と研究班との連 

携が開始した。非専門科が紹介に必要と考 

えるコミュニケーションツール（専門医リ 

スト・簡便な診療情報提供書・陰性結果カ 

ード等）をモデル施設で運用を行い成功事 

例を日本眼科医会・県歯科医師会を介して 

周知していく。更に、成果をそれぞれの学 

会誌、会報誌に論文を掲載した。 

(肝臓 2021,2022,2023 日本の眼科 2021 

 日本歯科医師会雑誌 2022) 

 

③自治体肝炎ウイルス陽性者フォローア

ップ班 

フォローアップの入口ともいえる陽性者

の医療機関受診確認率を向上させるために、 

調査票を作成し、多くの自治体で使用され 

受診確認率が明らかになる一方で、受診す

る率は50%に留まっており、陽性者へ電話、

郵送のみならず、SNS 利用や検査委託医師

からの情報を活用し、その向上に努める必

要がある。その一方で、HCV 治療者の陽性

発見契機の多くは手術・検査時であること、

妊婦検診の肝炎ウイルス検査数・陽性数情

報が把握されてないことも明らかとなり、

前者では医師会、後者は母子担当部者、産

婦人科との連携や初回精密検査費用助成拡

大の周知が急務である。ここまで地方公共

団体の政策について論文化し報告した。

(Global Health & Medicine 2021) 

 

④肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

モデル病院からの解析により、肝疾患患

者にも 「就労について相談したい」とい

う希望があり、各拠点病院では、その体制
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を整える必要がある。更に改めて患者さん

に両立支援についてアンケートより、肝疾

患患者の多くが「癌になっても就労を継続

したい」という考えであり、そのニーズに

拠点病院自らが対応することが急務である。 

 

⑤纏め 

これまで多くの成果、好事例を報告し、

一部の地域では活用しているが、周知不足

は否めない。肝臓学会と研究班共催で開催

した市民公開講座（ハイブリッド）では、

nudge を用いたリーフレット、 yahoo 

targeting 広告、新聞チラシ等を行い、300

名を超える参加者を得られたが、費用面か

らは十分に市民に開催日時が伝わったとは

言えない。（下図） 

 

啓発する・講演会を開催・ホームページ

を作成するだけでは成果とはいえず、研究

班内容・肝炎に対する知識を「どのように

効率的に情報発信していくか」を、今後、

考えなければいけない時期にきていると思

われた。 

 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

研究代表者は、厚生労働科学研究費・肝

炎等克服政策研究事業「職域等も含めた肝

炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率

的なフォローアップシステムの開発・実用

化に向けた研究」代表(H29-R1)、「効率的

な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップ

システムの構築」代表(H26-H28)として研究

活動を行い、その成果として肝炎ウイルス

陽性者フォローアップ事業を高める方法と

して受検票に同意欄の挿入を提言し要項改

正へと繋げた。更に職域の肝炎ウイルス検

査受検機会の促進として、Nudge 理論を応

用した受検票を作成し、肝炎ウイルス検査

受検数増加を確認し、協会けんぽで運用さ

れることになり肝炎ウイルス検査促進させ

た。 

 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

上記の研究班活動に加えて、国立国際医

療研究センター肝炎・免疫研究センター 

肝炎情報センター 肝疾患研修室長として、

厚労省肝炎対策推進室、全国肝疾患診療連

携拠点病院と連携し、肝炎に関する総合的

な施策の推進活動に携わっている。更に千

葉県の感染症部会委員、市川市の肝炎ウイ

ルス検診委員として、県肝炎ウイルス対策

部署と連携し、肝炎撲滅対策に取り組んで

いる。更に都道府県・拠点病院の主催会議

で、研究班成果・政策面のポイントを周知

した。（福島県、新潟県、東京都、千葉県、

静岡県、愛知県、徳島県） 
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3. その他 

啓発活動 

(各分担報告書参照) 

 

啓発資材 

・非専門医向け肝炎ウイルス検査 

 説明リーフレット２種 

・HBV非検出カード 

・市民公開講座参加促進チラシ・targeting

広告 

・パスケース 
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